
様式第１号（第７条関係）

小山町賑わい商業創出支援事業助成金交付申請書

年 月 日

小山町長 様

申請者 住 所

氏 名

（団体等にあっては名称及び代表者名並びに所在地）

電話番号

助成金の交付を受けたいので、小山町賑わい商業創出支援事業助成金交付要綱第 7条の

規定により、関係書類を添えて申請します。

口座振替（兼受領委任）記入欄

事 業 区 分 起業 事業承継 第二創業 新分野進出 新商品開発

賑 わ い 商 業

開始（予定）日
年 月 日

事 業 所 区 分 ・空き店舗等（旧屋号 ）・左記以外

事 業 所 の 所 在

（ 予 定 ） 地
小山町

対 象 者 区 分 ・定住する者（転入予定日 年 月 日） ・左記以外

定住（予定）住所 小山町

対 象 経 費 総 額 円

助 成 金 申 請 額 円

金

融

機

関

銀行

金庫

農協 口

座

フリガナ

名 義 人

氏 名

本店

支店

支所

出張所

種 類 口 座 番 号

1 普通

2 当座

3 そ の 他

（ ）



添付書類

（１）交付対象事業計画書兼誓約書（様式第１号の２）

（２）交付対象事業計画推薦書（様式第１号の３）

（３）交付対象事業に係る経費が分かる資料（売買契約書、見積書等）

（４）開業届又は法人の登記事項証明書の写し

（５）営業許可証の写し（許認可を必要とする業種の場合）

（６）確定申告書又は決算書の写し（事業承継、第二創業、新分野進出、又は新商品開発の

場合）

（７) 住民票の謄本の写し及び納税証明書（申請者が町外在住者である場合）

（８) その他町長が必要と認める書類



様式第１号の２（第７条関係）

交付対象事業計画書兼誓約書

１ 事業計画

屋 号 ・ 商 号

従 来 の 産 業 分 類 （ ） ・なし

賑
わ
い
商
業
の
具
体
的
内
容

産 業 分 類

事業に要する

許認可・免許等

許認可の名称・番号

取得（見込）日

主 要 商 品

又はサービス

事 業 の 動 機

又 は 理 由

交
付
対
象
事
業
の
内
容

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月



２ 資金計画（別紙も可）

助
成
対
象
経
費
の
内
容

経 費 区 分 内容 金額 積算根拠・説明

法的事務費

事業所取得費

事業所工事費

設備導入費

調査費

開発費

謝金

広告費

その他経費

合計

助
成
対
象
外
経
費
及
び
資
金
計
画

経費の内容

合計

資金調達

自己資金額

融資利用額

融資金融機関・支店名



３ 誓約欄

□ 助成金を活用して小山町に賑わい商業を創出し、少なくとも５年間は事業の継続と発展

に努めます。

□ 小山町商工会に継続して加入し、町全体の経済の活性化に協力します。

□ 世帯員のいずれも、町税等を滞納していません。

また、担当職員が私の世帯の町税等滞納状況等を調査閲覧することに同意します。

□ 小山町暴力団排除条例(平成２４年小山町条例第３号)第２条第 1 項第１号及び第３号の

規定に該当しません。

□ 破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行

う団体等に所属していません。

□ 他の団体等からこの要綱による助成金と重複する助成金等の交付を受けていません。

□ 小山町から求められた場合には、助成金の交付を受けた事業の実施状況その他の調査に

協力し、遅滞なく報告します。

□ 助成事業の完了後速やかに小山町に定住し、少なくとも５年以上自ら居住します。（定住

する者の場合）

年 月 日

住所

申請者

氏名 ○印



様式第１号の３（第７条関係）

交付対象事業計画推薦書

年 月 日

小山町長 様

推薦者 住 所

事業所名

代表者名 印

電話番号

記入担当者

所属部署名

役職・氏名

電 話 番 号

※融資元金融機関又は主要取引先金融機関から推薦を受けてください。

※金融機関からの推薦が困難な場合のみ、小山町商工会の推薦を受けてください。

申 請 者 氏 名

賑 わ い 商 業

開始（予定）日
年 月 日

事 業 所 の 所 在

（ 予 定 ） 地
小山町

小山町賑わい商業創出支援事業について、申請者の事業計画及び資金計画を厳正に審

査した結果、その内容は妥当かつ将来性があると認め、次のとおり推薦します。

□ 小山町賑わい商業創出支援事業助成金の交付対象者として推薦します。

【特記事項】



様式第３号（第９条関係）

小山町賑わい商業創出支援事業助成金変更承認申請書

年 月 日

小山町長 様

申請者 住 所

氏 名

（団体等にあっては名称及び代表者名並びに所在地）

電話番号

年 月 日付け 第 号により交付の決定を受けた助成金について、

次のとおり変更したいので、小山町賑わい商業創出支援事業助成金交付要綱第９条第１項

の規定により、関係書類を添えて申請します。

添付書類

(１) 変更内容が分かる具体的な資料

(２) 変更後の交付対象事業に係る経費が分かる資料（売買契約書、見積書等）

(３) その他町長が必要と認める書類

賑 わ い 商 業

開 始 （ 予 定 ） 日
年 月 日

事 業 所 の 所 在

（ 予 定 ） 地
小山町

変 更 の 理 由

変 更 の 内 容

変 更 交 付 対 象 経 費 円

助 成 金 交 付 決 定 額 円

変更後助成金交付申請額 円



様式第５号（第１０条関係）

小山町賑わい商業創出支援事業助成金中止届

年 月 日

小山町長 様

申請者 住 所

氏 名

（団体等にあっては名称及び代表者名並びに所在地）

電話番号

年 月 日付け 第 号により交付の決定を受けた助成金について、

次のとおり中止したので、小山町賑わい商業創出支援事業助成金交付要綱第１０条の規定

により届け出ます。

中 止 年 月 日

中 止 の 理 由



様式第６号（第１１条関係）

小山町賑わい商業創出支援事業完了報告書

年 月 日

小山町長 様

申請者 住 所

氏 名

（団体等にあっては名称及び代表者名並びに所在地）

電話番号

年 月 日付け 第 号により交付の決定（変更の承認）を受けた交付

対象事業が完了したので、小山町賑わい商業創出支援事業助成金交付要綱第１１条の規定

により、関係書類を添えて報告します。

添付書類

（１）交付対象事業報告書（様式第６号の２）

（２）交付対象事業に係る領収書の写し

（３）交付対象事業の成果を証する写真

（４）第７条第１項第４号及び第５号に掲げる書類（交付申請時に提出していない場合）

（５）小山町商工会入会を証する書類

（６）その他町長が必要と認める書類

賑 わ い 商 業

開 始 日
年 月 日

事 業 所 の 所 在 地 小山町

交 付 対 象

経 費 の 総 額
円

交 付 決 定 額 円



様式第６号の２（第１１条関係）

交付対象事業報告書

１ 事業実績

２ 収支実績

屋 号 ・ 商 号

事 業 区 分

事 業 に 要 す る

許 認 可 ・ 免 許 等

許認可の名称・番号

取得日

事 業 内 容

及 び 成 果 等

経 費 区 分 内容 金額 積算根拠・説明

助 成 対 象 経 費 計

助成対象外経費計

合計

資 金 調 達 結 果

自己資金額

融資利用額

融資金融機関・支店名



様式第８号（第１３条関係）

小山町賑わい商業創出支援事業助成金請求書

令和 年 月 日

小山町長 様

申請者 住 所

氏 名 印

（団体等にあっては名称及び代表者名並びに所在地）

電話番号

令和 年 月 日付け 第 号により確定の通知を受けた助成金について、

小山町賑わい商業創出支援事業助成金交付要綱第１３条の規定により、下記のとおり請求

します。

記

債主と口座名義人が異なる場合は、名義人への受領権の委任とします。

交
付
内
容

事業区分

交付確定額 円

請 求 額 円

口座振替（兼受領委任）記入欄

金

融

機

関

銀行

金庫

農協

口

座

フリガナ

名義人

氏 名

本店

支店

支所

出張所

種 類 口 座 番 号

１ 普通

２ 当座

３ その他（ ）


